
第  号議案

神戸市市税条例等の一部を改正する条例の件  

神戸市市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和４年９月14日提出

神戸市長 久   元   喜   造

神戸市市税条例等の一部を改正する条例

（市税条例の一部改正）  

第１条  神戸市市税条例（昭和 25年８月条例第 199号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（地方団体の掲示場） （地方団体の掲示場） 

第 12条  法第 20条の２第２項に規定す

る地方団体の掲示場は、市役所又は

市長が指定する本市の事務の用に供

する事務所の掲示場とする。 

第 12条  法第 20条の２第２項に規定す

る地方団体の掲示場は、市役所又は

市長が指定する区役所の掲示場とす

る。 

（固定資産税の課税標準の特例） （固定資産税の課税標準の特例）

第36条の３ ［略］ 第36条の３ ［略］

２ 法附則第 15条第２項第１号及び第

５ 号 に 規 定 す る 条 例 で 定 め る 割 合

は、次の各号に掲げる区分に応じ、

２ 法附則第 15条第２項第１号及び第

５ 号 に 規 定 す る 条 例 で 定 め る 割 合

は、次の各号に掲げる区分に応じ、

55
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当該各号に定める割合とする。  当該各号に定める割合とする。  

(1) ［略］  (1) ［略］  

(2) 法附則第15条第２項第５号に規

定する条例で定める割合  ５分の

４ 

(2)  法附則第15条第２項第５号に規

定する条例で定める割合  ４分の

３ 

３～11 ［略］  ３～11 ［略］  

附  則  附  則  

（居住用財産の買換え等の場合の譲

渡損失の損益通算及び繰越控除）  

（居住用財産の買換え等の場合の譲

渡損失の損益通算及び繰越控除）  

第４条 ［略］ 第４条 ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５  第３項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。  

 (1) ［略］  

 (2) 第 25条第５項の規定の適用につ

いては、同項中「純損失又は雑損

失」とあるのは「純損失若しくは

雑損失又は附則第４条第３項に規

定する通算後譲渡損失」と、「３

月 15日までに同項の申告書」とあ

るのは「３月 15日までに、第１項

の申告書又は総務省令に規定する

ところによつて同条第３項に規定

する通算後譲渡損失の金額の控除

に関する事項その他の政令に規定

する事項を記載した申告書」とす

る。 

 (3) ［略］  

５  第３項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。  

 (1) ［略］  

 (2) 第 25条第５項の規定の適用につ

いては、同項中「純損失又は雑損

失」とあるのは「純損失若しくは

雑損失又は附則第４条第３項に規

定する通算後譲渡損失」と、「３

月 15日までに第１項の申告書」と

あるのは「３月 15日までに、第１

項の申告書又は総務省令に規定す

るところによつて同条第３項に規

定する通算後譲渡損失の金額の控

除に関する事項その他の政令に規

定する事項を記載した申告書」と

する。 

 (3) ［略］  
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６、７ ［略］ ６、７ ［略］ 

（特定居住用財産の譲渡損失の損益

通算及び繰越控除） 

（特定居住用財産の譲渡損失の損益

通算及び繰越控除） 

第４条の２ ［略］ 第４条の２ ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５  第３項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。  

(1) ［略］  

(2) 第 25条第５項の規定の適用につ

いては、同項中「純損失又は雑損

失の金額」とあるのは「純損失若

しくは雑損失の金額又は附則第４

条の２第３項に規定する通算後譲

渡損失の金額」と、「３月 15日ま

で に 同 項 の 申 告 書 」 と あ る の は

「３月 15日までに、第１項の申告

書又は総務省令の定めるところに

よつて同条第３項に規定する通算

後譲渡損失の金額の控除に関する

事項その他の政令で定める事項を

記載した申告書」とする。  

(3) ［略］  

５  第３項の規定の適用がある場合に

は、次に定めるところによる。  

(1) ［略］  

(2) 第 25条第５項の規定の適用につ   

いては、同項中「純損失又は雑損

失の金額」とあるのは「純損失若

しくは雑損失の金額又は附則第４

条の２第３項に規定する通算後譲

渡損失の金額」と、「３月 15日ま

でに第１項の申告書」とあるのは

「３月 15日までに、第１項の申告

書又は総務省令の定めるところに

よつて同条第３項に規定する通算

後譲渡損失の金額の控除に関する

事項その他の政令で定める事項を

記載した申告書」とする。  

(3) ［略］  

（特定中小会社が発行した株式に係

る譲渡損失の繰越控除等及び譲渡所

得等の課税の特例） 

（特定中小会社が発行した株式に係

る譲渡損失の繰越控除等及び譲渡所

得等の課税の特例） 

第 16条の３ ［略］ 第 16条の３ ［略］ 

２～７ ［略］ ２～７ ［略］ 

８  第 25条第５項の規定は、同条第１ ８  第 25条第５項の規定は、同条第１
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項ただし書に規定する者（同条第３

項の規定によつて同条第１項の申告

書 を 提 出 す る 義 務 を 有 す る 者 を 除

く。）が、当該年度の翌年度以後の

年度において第５項の規定の適用を

受けようとする場合であつて、当該

年度の市民税について同条第４項の

規定による申告書を提出すべき場合

及び同条第５項の規定によつて同条

第１項の申告書を提出することがで

きる場合のいずれにも該当しない場

合について準用する。この場合にお

いて、同条第５項中「純損失又は雑

損失の金額」とあるのは「附則第 16

条の３第６項に規定する特定株式に

係る譲渡損失の金額」と、「３月 15

日までに同項の」とあるのは「３月

15日までに、総務省令に規定すると

ころによつて、同条第５項に規定す

る特定株式に係る譲渡損失の金額の

控除に関する事項その他の政令に規

定する事項を記載した」と読み替え

るものとする。 

項ただし書に規定する者（同条第３

項の規定によつて同条第１項の申告

書 を 提 出 す る 義 務 を 有 す る 者 を 除

く。）が、当該年度の翌年度以後の

年度において第５項の規定の適用を

受けようとする場合であつて、当該

年度の市民税について同条第４項の

規定による申告書を提出すべき場合

及び同条第５項の規定によつて同条

第１項の申告書を提出することがで

きる場合のいずれにも該当しない場

合について準用する。この場合にお

いて、同条第５項中「純損失又は雑

損失の金額」とあるのは「附則第 16

条の３第６項に規定する特定株式に

係る譲渡損失の金額」と、「３月 15

日までに第１項の」とあるのは「３

月 15日までに、総務省令に規定する

ところによつて、同条第５項に規定

する特定株式に係る譲渡損失の金額

の控除に関する事項その他の政令に

規定する事項を記載した」と読み替

えるものとする。 

９  ［略］ ９  ［略］ 

第２条 神戸市市税条例の一部を次のように改正する。  

次の表の第２条による改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分

（以下第１号及び第２号において「改正部分」という。）及び第２条による改

正後の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号にお

いて「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。  

（　166　）



  (1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。  

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

第２条による改正後 第２条による改正前 

（更正の請求） （更正の請求） 

第 12条の２ ［略］ 第 12条の２ ［略］ 

２  ［略］ ２  ［略］ 

３  更正の請求をしようとする者は、

その請求に係る更正後の課税標準等

又は税額等、その更正の請求をする

理由、当該請求をするに至つた事情

の詳細、当該請求に係る更正前の納

付し、又は納入すべき税額及び申告

書に記載すべき法の規定による還付

金の額に相当する税額その他参考と

なるべき事項を記載した更正請求書

を市長に提出しなければならない。  

３  更正の請求をしようとする者は、

その請求に係る更正前の課税標準等

又は税額等、当該更正後の課税標準

等又は税額等、その更正の請求をす

る理由、当該請求をするに至つた事

情の詳細その他参考となるべき事項

を記載した更正請求書を市長に提出

しなければならない。 

４～６ ［略］ ４～６ ［略］ 

第３条 神戸市市税条例の一部を次のように改正する。  

次の表の第３条による改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分

（以下第１号及び第２号において「改正部分」という。）及び第３条による改

正後の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号にお

いて「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。  

  (1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。  

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  
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第３条による改正後 第３条による改正前 

（個人の市民税に係る給与所得者の

扶養親族等申告書） 

（個人の市民税に係る給与所得者の

扶養親族申告書） 

第 25条の２の２  所得税法第 194条第

１項の規定により同項に規定する申

告 書 を 提 出 し な け れ ば な ら な い 者

（ 以 下 こ の 条 に お い て 「 給 与 所 得

者」という。）は、当該申告書の提

出の際に経由すべき同項に規定する

給与等の支払者（以下この条におい

て「給与支払者」という。）から毎

年最初に給与の支払を受ける日の前

日までに、総務省令で定めるところ

により、次に掲げる事項を記載した

申告書を、当該給与支払者を経由し

て市長に提出しなければならない。  

第 25条の２の２  所得税法第 194条第

１項の規定により同項に規定する申

告 書 を 提 出 し な け れ ば な ら な い 者

（ 以 下 こ の 条 に お い て 「 給 与 所 得

者」という。）は、当該申告書の提

出の際に経由すべき同項に規定する

給与等の支払者（以下この条におい

て「給与支払者」という。）から毎

年最初に給与の支払を受ける日の前

日までに、総務省令で定めるところ

により、次に掲げる事項を記載した

申告書を、当該給与支払者を経由し

て市長に提出しなければならない。  

(1) ［略］  (1) ［略］  

 (2) 所得割の納税義務者（合計所得

金 額 が 1,000万 円 以 下 で あ る も の

に限る。）の自己と生計を一にす

る配偶者（第 20条第３項に規定す

る青色事業専従者に該当するもの

で同項に規定する給与の支払を受

けるもの及び同条第４項に規定す

る事業専従者に該当するものを除

き 、 合 計 所 得 金 額 が 133万 円 以 下

であるものに限る。次条第１項に

おいて同じ。）の氏名 
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(3)、 (4) ［略］  (2)、 (3) ［略］  

２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 

（個人の市民税に係る公的年金等受

給者の扶養親族等申告書） 

（個人の市民税に係る公的年金等受

給者の扶養親族申告書） 

第 25条 の ２ の ３  所 得 税 法 第 203条 の

６第１項の規定により同項に規定す

る申告書を提出しなければならない

者又は法の施行地において同項に規

定 す る 公 的 年 金 等 （ 所 得 税 法 第 203

条の７の規定の適用を受けるものを

除く。以下この項において「公的年

金等」という。）の支払を受ける法

第 294条 第 １ 項 第 １ 号 に 掲 げ る 者 で

あつて、特定配偶者（所得割の納税

義 務 者 （ 合 計 所 得 金 額 が 900万 円 以

下であるものに限る。）の自己と生

計 を 一 に す る 配 偶 者 （ 退 職 手 当 等

（第 34条の２に規定する退職手当等

に 限 る 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ。）に係る所得を有する者であつ

て、合計所得金額が 95万円以下であ

るものに限る。）をいう。第２号に

おいて同じ。）又は扶養親族（控除

対象扶養親族であつて退職手当等に

係る所得を有しない者を除く。）を

有する者（以下この条において「公

的年金等受給者」という。）は、当

該申告書の提出の際に経由すべき所

第 25条 の ２ の ３  所 得 税 法 第 203条 の

６第１項の規定により同項に規定す

る申告書を提出しなければならない

者又は法の施行地において同項に規

定 す る 公 的 年 金 等 （ 所 得 税 法 第 203

条の７の規定の適用を受けるものを

除く。以下この項において「公的年

金等」という。）の支払を受ける法

第 294条 第 １ 項 第 １ 号 に 掲 げ る 者 で

あつて、扶養親族（控除対象扶養親

族を除く。）を有する者（以下この

条において「公的年金等受給者」と

いう。）は、当該申告書の提出の際

に 経 由 す べ き 所 得 税 法 第 203条 の ６

第１項に規定する公的年金等の支払

者（以下この条において「公的年金

等支払者」という。）から毎年最初

に公的年金等の支払を受ける日の前

日までに、総務省令で定めるところ

により、次に掲げる事項を記載した

申告書を、当該公的年金等支払者を

経由して市長に提出しなければなら

ない。 
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得 税 法 第 203条 の ６ 第 １ 項 に 規 定 す

る公的年金等の支払者（以下この条

において「公的年金等支払者」とい

う。）から毎年最初に公的年金等の

支払を受ける日の前日までに、総務

省令で定めるところにより、次に掲

げる事項を記載した申告書を、当該

公的年金等支払者を経由して市長に

提出しなければならない。  

(1) ［略］  (1) ［略］  

 (2) 特定配偶者の氏名   

(3)、 (4) ［略］  (2)、 (3) ［略］  

２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 

附  則  附  則  

（優良住宅地の造成等のために土地

等を譲渡した場合の長期譲渡所得に

係る市民税の課税の特例） 

（優良住宅地の造成等のために土地

等を譲渡した場合の長期譲渡所得に

係る市民税の課税の特例） 

第 15条の２ ［略］ 第 15条の２ ［略］ 

２  ［略］ ２  ［略］ 

３  第１項（前項において準用する場

合を含む。）の場合において、所得

割の納税義務者が、その有する土地

等につき、租税特別措置法第 33条か

ら第 33条の４まで、第 34条から第 35

条の３まで、第 36条の２、第 36条の

５、第 37条、第 37条の４から第 37条

の６まで又は第 37条の８の規定の適

用を受けるときは、当該土地等の譲

３  第１項（前項において準用する場

合を含む。）の場合において 、所得

割の納税義務者が、その有する土地

等につき、租税特別措置法第 33条か

ら第 33条の４まで、第 34条から第 35

条の３まで、第 36条の２、第 36条の

５、第 37条、第 37条の４から第 37条

の６まで、第 37条の８又は第 37条の

９の規定の適用を受けるときは、当

（　170　）



渡は、第１項に規定する優良住宅地

等のための譲渡又は前項に規定する

確定優良住宅地等予定地のための譲

渡に該当しないものとみなす。  

該土地等の譲渡は、第１項に規定す

る優良住宅地等のための譲渡又は前

項に規定する確定優良住宅地等予定

地のための譲渡に該当しないものと

みなす。 

 （東日本大震災に係る住宅借入金等

特別税額控除の適用期間等の特例）  

 （東日本大震災に係る住宅借入金等

特別税額控除の適用期間等の特例）  

第 24条  市民税の所得割の納税義務者

が前年分の所得税につき震災特例法

第 13条第１項の規定の適用を受けた

場合における附則第４条の５に規定

する法附則第５条の４の規定及び附

則第４条の５の２に規定する法附則

第５条の４の２の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。  

［略］ ［略］ ［略］ 

附 則 第

４ 条 の

５ の ２

に 規 定

す る 法

附 則 第

５ 条 の

４ の ２

第 ５ 項

第 １ 号

租 税 特

別 措 置

法 第 4 1

条 第 ２

項 か ら

第 ５ 項

ま で 若

し く は

第 1 0 項

か ら 第

東日本大震災の

被災者等に係る

国税関係法律の

臨時特例に関す

る法律第 13条第

１項の規定によ

り読み替えて適

用される租税特

別措置法第 41条

第２項から第５

第 24条  市民税の所得割の納税義務者

が前年分の所得税につき震災特例法

第 13条第１項の規定の適用を受けた

場合における附則第４条の５に規定

する法附則第５条の４の規定及び附

則第４条の５の２に規定する法附則

第５条の４の２の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。  

［略］ ［略］ ［略］ 

附 則 第

４ 条 の

５ の ２

に 規 定

す る 法

附 則 第

５ 条 の

４ の ２

第 ５ 項

第 １ 号

租 税 特

別 措 置

法 第 4 1

条 第 ２

項 か ら

第 ５ 項

ま で 若

し く は

第 1 0 項

か ら 第

東日本大震災の

被災者等に係る

国税関係法律の

臨時特例に関す

る法律第 13条第

１項の規定によ

り読み替えて適

用される租税特

別措置法第 41条

第２項から第５
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1 9 項 ま

で 若 し

く は 第

4 1 条 の

２ 

 

 

 

 

項まで若しくは

第 10項から第 19

項まで若しくは

東日本大震災の

被災者等に係る

国税関係法律の

臨時特例に関す

る法律第 13条第

１項の規定によ

り適用される租

税特別措置法第

41条の２ 

［略］ ［略］ ［略］ 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 7 項 ま

で 若 し

く は 第

4 1 条 の

２ 

 

 

 

 

項まで若しくは

第 10項から第 17

項まで若しくは

東日本大震災の

被災者等に係る

国税関係法律の

臨時特例に関す

る法律第 13条第

１項の規定によ

り適用される租

税特別措置法第

41条の２ 

［略］ ［略］ ［略］ 
 

２  市民税の所得割の納税義務者が前

年分の所得税につき震災特例法第 13

条第３項若しくは第４項又は第 13条

の２第１項から第４項まで若しくは

第６項から第 10項までの規定の適用

を受けた場合における附則第４条の

５に規定する法附則第５条の４の規

定及び附則第４条の５の２に規定す

る法附則第５条の４の２の規定の適

用については、次の表の左欄に掲げ

る 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とし、附則第４条の５の２に規定

する法附則第５条の４の２第７項は

適用しない。 

２  市民税の所得割の納税義務者が前

年分の所得税につき震災特例法第 13

条第３項若しくは第４項又は第 13条

の２第１項から第９項までの規定の

適用を受けた場合における附則第４

条の５に規定する法附則第５条の４

の規定及び附則第４条の５の２に規

定する法附則第５条の４の２の規定

の適用については、次の表の左欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とし、附則第４条の５の２に規

定する法附則第５条の４の２第７項

は適用しない。 
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［略］ ［略］ ［略］ 

附 則 第

４ 条 の

５ の ２

に 規 定

す る 法

附 則 第

５ 条 の

４ の ２

第 ５ 項

第 １ 号

  

［略］ 

 

 

 

 

 

 

、阪神・淡路大

震災の被災者等

に係る国税関係

法律の臨時特例

に関する法律第

16条第１項から

第３項まで又は

東日本大震災の

被災者等に係る

国税関係法律の

臨時特例に関す

る法律第 13条第

３項若しくは第

４項若しくは第

13条の２第１項

から第４項まで

若しくは第６項

から第10項まで 
 

［略］ ［略］ ［略］ 

附 則 第

４ 条 の

５ の ２

に 規 定

す る 法

附 則 第

５ 条 の

４ の ２

第 ５ 項

第 １ 号

  

［略］ 

 

 

 

 

 

 

、阪神・淡路大

震災の被災者等

に係る国税関係

法律の臨時特例

に関する法律第

16条第１項から

第３項まで又は

東日本大震災の

被災者等に係る

国税関係法律の

臨時特例に関す

る法律第 13条第

３項若しくは第

４項若しくは第

13条の２第１項

から第９項まで 
 

３ ［略］ ３  ［略］ 

第４条 神戸市市税条例の一部を次のように改正する。  

次の表の第４条による改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分

（以下第１号及び第２号において「改正部分」という。）及び第４条による改

正後の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号にお

いて「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。  

  (1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。  

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 
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  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

第４条による改正後 第４条による改正前 

（所得割の課税標準） （所得割の課税標準） 

第 20条  ［略］ 第 20条  ［略］ 

２～12 ［略］  ２～12 ［略］  

13 前項の規定は、前年分の所得税に

係る第 25条の２第１項に規定する確

定申告書に特定配当等に係る所得の

明細に関する事項その他総務省令で

定める事項の記載があるときは、当

該特定配当等に係る所得の金額につ

いては、適用しない。 

13 前項の規定は、特定配当等に係る

所得が生じた年の翌年の４月１日の

属 す る 年 度 分 の 特 定 配 当 等 申 告 書

（市民税の納税通知書が送達される

時までに提出された次に掲げる申告

書 を い う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ。）に特定配当等に係る所得の明

細に関する事項その他総務省令で定

める事項の記載があるとき（特定配

当等申告書にその記載がないことに

ついてやむを得ない理由があると市

長が認めるときを含む。）は、当該

特定配当等に係る所得の金額につい

ては、適用しない。ただし、第１号

に掲げる申告書及び第２号に掲げる

申告書がいずれも提出された場合に

おけるこれらの申告書に記載された

事項その他の事情を勘案して 、この

項の規定を適用しないことが適当で

あると市長が認めるときは、この限

りでない。 

 (1) 第 25条第１項の規定による申告

書 
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  (2) 第25条の２第１項に規定する確

定申告書（同項の規定により前号

に掲げる申告書が提出されたもの

とみなされる場合における当該確

定申告書に限る。）  

14 ［略］  14 ［略］  

15 前項の規定は、前年分の所得税に

係る第 25条の２第１項に規定する確

定申告書に特定株式等譲渡所得金額

に係る所得の明細に関する事項その

他総務省令で定める事項の記載があ

るときは、当該特定株式等譲渡所得

金額に係る所得の金額については、

適用しない。 

15 前項の規定は、特定株式等譲渡所

得金額に係る所得が生じた年の翌年

の４月１日の属する年度分の特定株

式等譲渡所得金額申告書（市民税の

納税通知書が送達される時までに提

出された次に掲げる申告書をいう。

以下この項において同じ。） に特定

株式等譲渡所得金額に係る所得の明

細に関する事項その他総務省令で定

める事項の記載があるとき（特定株

式等譲渡所得金額申告書にその記載

がないことについてやむを得ない理

由 が あ る と 市 長 が 認 め る と き を 含

む。）は、当該特定株式等譲渡所得

金額に係る所得の金額については、

適用しない。ただし、第１号に掲げ

る申告書及び第２号に掲げる申告書

がいずれも提出された場合における

これらの申告書に記載された事項そ

の他の事情を勘案して、この項の規

定を適用しないことが適当であると

市長が認めるときは、この限りでな
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い。 

 (1) 第 25条第１項の規定による申告      

書  

 (2) 第 25条の２第１項に規定する確

定申告書（同項の規定により前号

に掲げる申告書が提出されたもの

とみなされる場合における当該確

定申告書に限る。）  

（配当割額又は株式等譲渡所得割額

の控除） 

 （配当割額又は株式等譲渡所得割額

の控除） 

第 23条の４  所得割の納税義務者が、

第 20条第 13項に規定する確定申告書

に記載した特定配当等に係る所得の

金額の計算の基礎となつた特定配当

等の額について法第２章第１節第５

款の規定により配当割額を課された

場合又は第 20条第 15項に規定する確

定申告書に記載した特定株式等譲渡

所得金額に係る所得の金額の計算の

基礎となつた特定株式等譲渡所得金

額について法第２章第１節第６款の

規定により株式等譲渡所得割額を課

された場合には、当該配当割額又は

当該株式等譲渡所得割額に５分の３

を乗じて得た金額を、その者の第 21

条（第１項を除く。）、第 22条及び

前３条の規定を適用した場合の所得

割の額から控除するものとする。  

第 23条の４  所得割の納税義務者が、

第 20条第 13項に規定する特定配当等

申告書に記載した特定配当等に係る

所得の金額の計算の基礎となつた特

定配当等の額について法第２章 第１

節第５款の規定により配当割額を課

された場合又は第 20条第 15項に規定

する特定株式等譲渡所得金額申告書

に記載した特定株式等譲渡所得金額

に係る所得の金額の計算の基礎とな

つた特定株式等譲渡所得金額につい

て法第２章第１節第６款の規定によ

り株式等譲渡所得割額を課された場

合には、当該配当割額又は当該株式

等譲渡所得割額に５分の３を乗じて

得た金額を、その者の第 21条（第１

項を除く。）、第 22条及び前３条の

規定を適用した場合の所得割の額か
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ら控除するものとする。  

２、３ ［略］ ２、３ ［略］ 

 （個人の市民税の申告等）  （個人の市民税の申告等） 

第 25条  第 19条第１項第１号又は第３

項に掲げる者は、３月 15日までに、

次に掲げる事項を記載した申告書を

市長に提出しなければならない。た

だし、第 26条第１項又は第４項の規

定により給与支払報告書又は公的年

金等支払報告書を提出する義務があ

る 者 か ら １ 月 １ 日 現 在 に お い て 俸

給、給料、賃金、歳費及び賞与並び

にこれらの性質を有する給与（以下

こ の 節 に お い て 「 給 与 」 と 総 称 す

る。）又は所得税法第 35条第３項に

規定する公的年金等（以下この節に

おいて「公的年金等」という。）の

支払を受けている者で前年中におい

て給与所得以外の所得又は公的年金

等に係る所得以外の所得を有しなか

つたもの（公的年金等に係る所得以

外の所得を有しなかつた者で社会保

険料控除額（政令で定めるものを除

く。）、小規模企業共済等掛金控除

額、生命保険料控除額、地震保険料

控除額、勤労学生控除額、配偶者特

別控除額（所得割の納税義務者（前

年 の 合 計 所 得 金 額 が 900万 円 以 下 で

第 25条  第 19条第１項第１号又は第３

項に掲げる者は、３月 15日までに、

次に掲げる事項を記載した申告書を

市長に提出しなければならない。た

だし、第 26条第１項又は第４項の規

定により給与支払報告書又は公的年

金等支払報告書を提出する義務があ

る 者 か ら １ 月 １ 日 現 在 に お い て 俸

給、給料、賃金、歳費及び賞与並び

にこれらの性質を有する給与（以下

こ の 節 に お い て 「 給 与 」 と 総 称 す

る。）又は所得税法第 35条第３項に

規定する公的年金等（以下この節に

おいて「公的年金等」という。）の

支払を受けている者で前年中におい

て給与所得以外の所得又は公的年金

等に係る所得以外の所得を有しなか

つたもの（公的年金等に係る所得以

外の所得を有しなかつた者で社会保

険料控除額（政令で定めるものを除

く。）、小規模企業共済等掛金控除

額、生命保険料控除額、地震保険料

控除額、勤労学生控除額、配偶者特

別控除額（同法第２条第１項第 33号

の４に規定する源泉控除対象配偶者
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あるものに限る。）の第 20条の３第

１項第 10号の２に規定する自己と生

計を一にする配偶者（前年の合計所

得金額が 95万円以下であるものに限

る。）で控除対象配偶者に該当しな

いものに係るものを除く。）若しく

は第 20条の３第４項に規定する扶養

控除額の控除又はこれらと併せて雑

損控除額若しくは医療費控除額の控

除、第 20条第８項に規定する純損失

の金額の控除、同条第９項に規定す

る純損失若しくは雑損失の金額の控

除若しくは第 23条の２の規定により

控除すべき金額（以下この条におい

て「寄附金税額控除額」という。）

の 控 除 を 受 け よ う と す る も の を 除

く。）並びに前年中における合計所

得金額（青色事業専従者又は事業専

従者を有する者にあつては、青色専

従者給与額（所得税法第 57条第１項

の規定による計算の例により算定し

た同項の必要経費に算入される金額

をいう。）又は事業専従者控除額控

除前の合計所得金額）が第 19条の２

第３項に規定する金額以下の者につ

いては、この限りでない。  

に係るものを除く。）若しくは第 20

条の３第４項に規定する扶養控除額

の控除又はこれらと併せて雑損控除

額若しくは医療費控除額の控除、第

20条第８項に規定する純損失の金額

の控除、同条第９項に規定する純損

失若しくは雑損失の金額の控除若し

くは第 23条の２の規定により控除す

べき金額（以下この条において「寄

附金税額控除額」という。）の控除

を受けようとするものを除く。）並

び に 前 年 中 に お け る 合 計 所 得 金 額

（青色事業専従者又は事業専従者を

有する者にあつては、青色専従者給

与額（所得税法第 57条第１項の規定

による計算の例により算定した同項

の 必 要 経 費 に 算 入 さ れ る 金 額 を い

う。）又は事業専従者控除額控除前

の合計所得金額）が第 19条の２第３

項に規定する金額以下の者について

は、この限りでない。 

 (1)～ (8) ［略］   (1)～ (8) ［略］  

２～８ ［略］ ２～８ ［略］ 
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第25条の２ ［略］ 第 25条の２ ［略］ 

２  前項本文の場合には、当該確定申

告書に記載された事項（総務省令で

定める事項を除く。）のうち前条第

１項各号又は第４項に規定する事項

に相当するもの及び次項の規定によ

り付記された事項（総務省令で定め

る事項を除く。）は、同条第１項及

び第３項から第５項までの規定によ

る 申 告 書 に 記 載 さ れ た も の と み な

す。 

２  前項本文の場合には、当該確定申

告書に記載された事項（総務省令で

定める事項を除く。）のうち前条第

１項各号又は第４項に規定する事項

に相当するもの及び次項の規定によ

り附記された事項は、同条第１項及

び第３項から第５項までの規定によ

る 申 告 書 に 記 載 さ れ た も の と み な

す。 

３  第１項本文の場合には、確定申告

書を提出する者は、当該確定申告書

に 、 総 務 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ

り、市民税の賦課徴収につき必要な

事項を付記しなければならない。  

３  第１項本文の場合には、確定申告

書を提出する者は、当該確定申告書

に 、 総 務 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ

り、市民税の賦課徴収につき必要な

事項を附記しなければならない。  

附  則  附  則  

 （特定管理株式等が価値を失つた場

合の株式等に係る譲渡所得等の課税

の特例） 

（特定管理株式等が価値を失つた場

合の株式等に係る譲渡所得等の課税

の特例） 

第 16条の２の３  市民税の所得割の納

税義務者について、その有する租税

特別措置法第 37条の 11の２第１項に

規定する特定管理株式等（以下この

条において「特定管理株式等」とい

う。）又は同項に規定する特定口座

内公社債（以下この条において「特

定口座内公社債」という。）が株式

第 16条の２の３  市民税の所得割の納

税義務者について、その有する租税

特別措置法第 37条の 11の２第１項に

規定する特定管理株式等（以下この

条において「特定管理株式等」とい

う。）又は同項に規定する特定口座

内公社債（以下この条において「特

定口座内公社債」という。）が株式
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又は同法第 37条の 10第２項第７号に

規定する公社債としての価値を失つ

たことによる損失が生じた場合とし

て同法第 37条の 11の２第１項各号に

掲げる事実が発生したときは、当該

事実が発生したことは当該特定管理

株式等又は特定口座内社債の譲渡を

したことと、当該損失の金額として

政令で定める金額は法附則第 35条の

２の６第９項に規定する上場株式等

の譲渡をしたことにより生じた損失

の金額とそれぞれみなして、法附則

第 35条の２の３第５項から第８項ま

での規定、前条の規定及び附則第 16

条の２の５の規定その他の市民税に

関する規定を適用する。  

又は同法第 37条の 10第２項第７号に

規定する公社債としての価値を失つ

たことによる損失が生じた場合とし

て同法第 37条の 11の２第１項各号に

掲げる事実が発生したときは 、当該

事実が発生したことは当該特定管理

株式等又は特定口座内社債の譲渡を

したことと、当該損失の金額として

政令で定める金額は法附則第 35条の

２の６第 12項に規定する上場株式等

の譲渡をしたことにより生じた損失

の金額とそれぞれみなして、法附則

第 35条の２の３第５項から第８項ま

での規定、前条の規定及び附則第 16

条の２の５の規定その他の市民税に

関する規定を適用する。  

２、３ ［略］ ２、３ ［略］ 

（源泉徴収選択口座内配当等に係る

市民税の所得計算及び特別徴収等の

特例） 

（源泉徴収選択口座内配当等に係る

市民税の所得計算及び特別徴収等の

特例） 

第 16条の２の４の２ ［略］ 第 16条の２の４の２ ［略］ 

 ２  市民税の所得割の納税義務者が第

20条第 13項の規定によりその有する

源泉徴収選択口座内配当等に係る所

得についての記載をした同項に規定

する特定配当等申告書を提出する場

合 に は 、 当 該 特 定 配 当 等 申 告 書 に

は、当該源泉徴収選択口座内配当等
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に係る租税特別措置法第 37条の 11の

４第１項に規定する源泉徴収選択口

座において前年中に交付を受けた全

ての源泉徴収選択口座内配当等に係

る所得についての記載を行うものと

する。 

（上場株式等に係る譲渡損失の損益

通算及び繰越控除） 

（上場株式等に係る譲渡損失の損益

通算及び繰越控除） 

第 16条の２の５  市民税の所得割の納

税義務者の平成 29年度分以後の各年

度分の法附則第 35条の２の６第９項

に規定する上場株式等に係る譲渡損

失の金額については、同条第８項か

ら第 10項までの規定により、当該納

税義務者の法附則第 33条の２第５項

に規定する上場株式等に係る配当所

得等の金額を限度として、当該上場

株式等に係る配当所得等の金額の計

算上控除する。 

第 16条の２の５  市民税の所得割の納

税義務者の平成 29年度分以後の各年

度分の法附則第 35条の２の６第 12項

に規定する上場株式等に係る譲渡損

失の金額については、同条第 11項か

ら第 14項までの規定により、当該納

税義務者の附則第 14条の５に規定す

る法附則第 33条の２第５項に規定す

る上場株式等に係る配当所得等の金

額を限度として、当該上場株式等に

係る配当所得等の金額の計算上控除

する。 

２  市民税の所得割の納税義務者の前

年前３年内の各年に生じた法附則第

35条の２の６第９項に規定する上場

株式等に係る譲渡損失の金額（この

項の規定により前年前において控除

されたものを除く。）については、

法附則第 35条の２の６第 11項から第

14項までの規定により、当該納税義

２  市民税の所得割の納税義務者の前

年前３年内の各年に生じた上場株式

等に係る譲渡損失の金額（この項の

規定により前年前において控除され

たものを除く。）については、法附

則第35条の２の６第 15項から第20項

までの規定により、当該納税義務者

の法附則第 35条の２第６項に規定す
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務者の法附則第 35条の２の２第５項

に規定する上場株式等に係る譲渡所

得等の金額及び法附則第 33条の２第

５項に規定する上場株式等に係る配

当所得等の金額（第 11項の規定の適

用がある場合には、その適用後の金

額。以下この項において同じ。）を

限度として、当該上場株式等に係る

譲渡所得等の金額及び上場株式等に

係る配当所得等の金額の計算上控除

する。 

る上場株式等に係る譲渡所得等の金

額及び法附則第 33条の２第５項に規

定する上場株式等に係る配当所得等

の金額（第 11項の規定の適用がある

場合には、その適用後の金額。以下

この項において同じ。）を限度とし

て、当該上場株式等に係る譲渡所得

等の金額及び附則第 14条の５に規定

する上場株式等に係る配当所得等の

金額の計算上控除する。  

  第５条 神戸市市税条例等の一部を改正する条例（令和２年７月条例第 19号）附 

則第４条第３項の規定によりなおその効力を有するものとされた同条例附則第 

１条第７号に掲げる規定による改正前の神戸市市税条例の一部を次のように改  

正する。 

次の表の第５条による改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分

（以下第１号及び第２号において「改正部分」という。）及び第５条による改

正後の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号にお

いて「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。  

  (1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。  

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

第５条による改正後 第５条による改正前 

（更正の請求） （更正の請求） 

第 12条の２ ［略］ 第 12条の２ ［略］ 

２  ［略］ ２  ［略］ 

３  更正の請求をしようとする者は、 ３  更正の請求をしようとする者は、

（　182　）



その請求に係る更正後の課税標準等

又は税額等、その更正の請求をする

理由、当該請求をするに至つた事情

の詳細、当該請求に係る更正前の納

付し、又は納入すべき税額及び申告

書に記載すべき法の規定による還付

金の額に相当する税額その他参考と

なるべき事項を記載した更正請求書

を市長に提出しなければならない。  

その請求に係る更正前の課税標準等

又は税額等、当該更正後の課税標準

等又は税額等、その更正の請求をす

る理由、当該請求をするに至つた事

情の詳細その他参考となるべき事項

を記載した更正請求書を市長に提出

しなければならない。 

４～６ ［略］ ４～６ ［略］ 

（市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）  

第６条 神戸市市税条例等の一部を改正する条例（令和３年９月条例第13号）の

一部を次のように改正する。  

第 25条の２の３の改正規定を次のように改める。  

（個人の市民税に係る公的年金受給

者の扶養親族等申告書）  

（個人の市民税に係る公的年金受給

者の扶養親族等申告書）  

第 25条 の ２ の ３  所 得 税 法 第 203条 の

６第１項の規定により同項に規定す

る申告書を提出しなければならない

者又は法の施行地において同項に規

定 す る 公 的 年 金 等 （ 所 得 税 法 第 203

条の７の規定の適用を受けるものを

除く。以下この項において「公的年

金等」という。）の支払を受ける第

19条第１項第１号に掲げる者であつ

て、特定配偶者（所得割の納税義務

者 （ 合 計 所 得 金 額 が 900万 円 以 下 で

あるものに限る。）の自己と生計を

第 25条の２の３  所得税法第 203条の

６第１項の規定により同項に規定す

る申告書を提出しなければならない

者又は法の施行地において同項に規

定 す る 公 的 年 金 等 （ 所 得 税 法 第 20 3

条の７の規定の適用を受けるものを

除く。以下この項において「公的年

金等」という。）の支払を受ける法

第 29 4条 第 １ 項 第 １ 号 に 掲 げ る 者 で

あつて、特定配偶者（所得割の納税

義 務 者 （ 合 計 所 得 金 額 が 90 0万 円 以

下であるものに限る。）の自己と生
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一にする配偶者（退職手当等（第 34

条 の ２ に 規 定 す る 退 職 手 当 等 に 限

る。以下この項において同じ。）に

係る所得を有する者であつて、合計

所得金額が 95万円以下であるものに

限る。）をいう。第２号において同

じ。）又は扶養親族（年齢 16歳未満

の者又は控除対象扶養親族であつて

退職手当等に係る所得を有する者に

限る。）を有する者（以下この条に

お い て 「 公 的 年 金 等 受 給 者 」 と い

う。）は、当該申告書の提出の際に

経 由 す べ き 所 得 税 法 第 203条 の ６ 第

１項に規定する公的年金等の支払者

（以下この条において「公的年金等

支払者」という。）から毎年最初に

公的年金等の支払を受ける日の前日

までに、総務省令で定めるところに

より、次に掲げる事項を記載した申

告書を、当該公的年金等支払者を経

由して市長に提出しなければならな

い。 

 (1)～ (4) ［略］  

２～５ ［略］ 

計 を 一 に す る 配 偶 者 （ 退 職 手 当 等

（第 34条の２に規定する退職手当等

に 限 る 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ。）に係る所得を有する者であつ

て、合計所得金額が 95万円以下であ

るものに限る。）をいう。第２号に

おいて同じ。）又は扶養親族（控除

対象扶養親族であつて退職手当等に

係る所得を有しない者を除く。）を

有する者（以下この条において「公

的年金等受給者」という。）は、当

該申告書の提出の際に経由すべき所

得 税 法 第 20 3条 の ６ 第 １ 項 に 規 定 す

る公的年金等の支払者（以下この条

において「公的年金等支払者」とい

う。）から毎年最初に公的年金等の

支払を受ける日の前日までに、総務

省令で定めるところにより、次に掲

げる事項を記載した申告書を、当該

公的年金等支払者を経由して市長に

提出しなければならない。  

 

 (1)～ (4) ［略］  

２～５ ［略］ 

（介護保険条例の一部改正） 

第７条 神戸市介護保険条例（平成12年３月条例第98号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線
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又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

  (1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。  

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。  

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（公示送達に係る掲示場） （公示送達に係る掲示場） 

第 25条  法第 143条において準用する

地方税法第 20条の２第２項に規定す

る地方団体の掲示場は、市役所（地

方 自 治 法 第 15 3条 第 １ 項 の 規 定 に よ

り 、 市 長 が 徴 収 金 （ 法 第 15 0条 第 １

項 に 規 定 す る 納 付 金 及 び 法 第 15 7条

第１項に規定する延滞金を除く。第

30条第４項において同じ。）に関す

る事務を区長に委任した場合におけ

る当該委任を受けた事務に係るもの

にあっては、当該委任を受けた区長

の所管する区の区役所）又は市長が

指定する本市の事務の用に供する事

務所の掲示場とする。 

第 25条  法第 143条において準用する

地方税法第 20条の２第２項に規定す

る地方団体の掲示場は、市役所（地

方自 治 法第 153条 第 １項 の 規定 によ

り、 市 長が 徴 収 金 （法 第 150条 第１

項に 規 定す る 納 付 金及 び 法第 157条

第１項に規定する延滞金を除く。第

30条第４項において同じ。）に関す

る事務を区長に委任した場合におけ

る当該委任を受けた事務に係るもの

にあっては、当該委任を受けた区長

の所管する区の区役所）の掲示場と

する。 

附 則  

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。  

(1) 第２条、第５条、附則第２条及び附則第５条の規定 令和４年12月 31日  

(2) 第３条、第６条及び附則第３条の規定 令和５年１月１日 
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(3) 第４条及び附則第４条の規定 令和６年１月１日 

（更正請求書に関する経過措置）  

第２条 第２条の規定による改正後の神戸市市税条例の規定は、令和４年 12月 31

日以後に終了する事業年度分の法人の市民税並びに同日以後に終了する事業年

度分の法人の事業及び令和４年以後の年分の個人の事業（同日前に廃止された

個人の事業を除く。）に対して課すべき事業所税（これらの地方税以外の地方

税については、同日後にその納税義務又は特別徴収義務が成立する当該地方税）

に係る同項に規定する更正請求書について適用し、同日前に終了した事業年度

分の法人の市民税並びに同日前に終了した事業年度分の法人の事業並びに令和

４年前の年分の個人の事業及び令和４年分の個人の事業で同日前に廃止された

ものに対して課する事業所税（これらの地方税以外の地方税については、同日

以前にその納税義務又は特別徴収義務が成立した当該地方税）に係る第２条の

規定による改正前の神戸市市税条例第12条の２第３項に規定する更正請求書に

ついては、なお従前の例による。  

（市民税に関する経過措置）  

第３条 第３条の規定による改正後の神戸市市税条例（以下「新条例」という。）

第 25条の２の２第１項の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日

（以下「２号施行日」という。）以後に支払を受けるべき同項に規定する給与

について提出する同項及び同条第２項に規定する申告書について適用し、２号

施行日前に支払を受けるべき第３条の規定による改正前の神戸市市税条例（以

下「旧条例」という。）第25条の２の２第１項に規定する給与について提出し

た同項及び同条第２項に規定する申告書については、なお従前の例による。  

２  新条例第25条の２の３第１項の規定は、２号施行日以後に支払を受けるべき

所得税法第203条の６第１項に規定する公的年金等（同法第 203条の７の規定の

適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）につ

いて提出する新条例第25条の２の３第１項に規定する申告書について適用し、

２号施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第 25条の

２の３第１項に規定する申告書については、なお従前の例による。  

３  新条例附則第24条第２項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令和４年
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１月１日以後に新震災特例法第13条の２第１項に規定する居住用家屋若しくは

既存住宅若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。）又

は認定住宅等を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供する場

合について適用し、市民税の所得割の納税義務者が同日前に旧震災特例法第13

条の２第１項に規定する居住用家屋若しくは増改築等をした家屋（当該増改築

等に係る部分に限る。）又は認定住宅を同条第１項の定めるところによりその

者の居住の用に供した場合については、なお従前の例による。  

第４条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の神戸市市税条例の規定中

個人の市民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税につい

て適用し、令和５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。  

第５条  第５条の規定による改正後の神戸市市税条例等の一部を改正する条例

（令和２年条例第19号）附則第４条第３項の規定によりなおその効力を有する

ものとされた同条例附則第１条第７号に掲げる規定による改正前の神戸市市税

条例第12条の２第３項の規定は、令和４年 12月 31日以後に終了する事業年度分

の法人の市民税及び同日以後に終了する連結事業年度分の法人の市民税に係る

同項に規定する更正請求書について適用し、同日前に終了した事業年度分の法

人の市民税及び同日前に終了した連結事業年度分の法人の市民税に係る第５条

の規定による改正前の神戸市市税条例等の一部を改正する条例（令和２年条例

第19号）附則第４条第３項の規定によりなおその効力を有するものとされた同

条例附則第１条第７号に掲げる規定による改正前の神戸市市税条例第 12条の２

第３項に規定する更正請求書については、なお従前の例による。  

（固定資産税に関する経過措置）  

第６条 令和２年４月１日から令和４年３月 31日までの間に取得された第１条の

規定による改正前の神戸市市税条例第36条の３第２項に規定する施設又は設備

に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。  

 

理     由  

地方税法（昭和 25年法律第 226号）の改正等に伴い、条例を改正する必要があ

るため。 
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